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第5次上越市行政改革推進計画(素案) 

【平成27年度～平成30年度】 
 

 

 

 

平成27年 月 

  新潟県上越市 
 

 

 

 

 

 

【第5次上越市行政改革推進計画の策定について】 

 

■ 第5次上越市行政改革推進計画の位置付け 

・ 第5次上越市行政改革大綱に示した内容を、着実かつ集中的に推進するための具体的な取組を示したアクションプラン（実施計画）とし

て策定する。 

■ 計画期間 

・  計画期間は、平成27年度から平成30年度までの4年間とする。 

■ 推進計画の特徴・構成等 

・ 取組項目ごとに現状と課題を整理し、その課題の解消・解決に向けた年度別の目標と取組内容を明示する。年度別目標については、可能

な限り定量化を図る。 

■ 推進体制（進捗管理） 

・ 市長を本部長とする行政改革推進本部において、半期毎の進捗状況の把握を行う。なお、毎年度の検証結果を踏まえ、必要に応じて新たな

取組の追加や推進状況にあわせた取組内容の見直しを行うなど推進計画を修正し、その時々の状況に応じた最適な手法により行政改革を推進

する。 

■ 進捗状況の公表 

・  広報上越及び市ホームページ等で市民に進捗状況を公表するとともに、 市議会に進捗状況を報告する。 

 

《目次》 

１ 財政の健全化 
⑴ 歳出構造の見直し 
⑵ 歳入確保の取組推進 
⑶ 公営企業等の健全経営 

 
…○ 
…○ 
…○ 

３ 人材育成・組織風土の改革 
⑴ 定員の適正化及び組織の見直し 
⑵ 人材育成の推進 

 
…○ 
…○ 

    
２ 行政運営システムの見直し 
⑴ マネジメントシステムの強化 
⑵ 民間活力の活用 
⑶ 公共施設の見直し 
⑷ 市民とのコミュニケーションの充実 

 
…○ 
…○ 
…○ 
…○ 

４ 「新しい公共」の創造・推進 
⑴ 地域自治の推進 
⑵ 市民活動の促進 
⑶ 取組推進のための環境整備 

 
…○ 
…○ 
…○ 

 

第５次上越市行政改革推進計画の取組項目 
 

大項目 中項目 № 取組項目 

１ 財政の健全化 ⑴ 歳出構造の見直し 1 優良な市債の有効活用による将来負担の軽減 

2 財政調整基金の確保と活用 

3 補助金・交付金の見直し 

4 経費の節減・合理化の徹底 

5 入札契約制度の改善・見直し 

6 公共工事等コストの更なる縮減 

7 予算規模の計画的な縮小 

⑵ 歳入確保の取組推進 8 市税等の収納率の向上に向けた取組の推進 

9 受益者負担の適正化 

10 未利用財産の売却・貸付の促進 

11 その他の自主財源の確保 

⑶ 公営企業等の健全経営 12 ガス事業、上水道事業の健全経営の維持 

13 病院事業の健全経営に向けた取組の推進 

14 下水道事業の健全経営に向けた取組の推進 

15 特別会計の効率的な運営 

16 第三セクターの経営健全化 

２ 行政運営システム

の見直し 

⑴ マネジメントシステム

の強化 

17 政策協議の実施 

18 徹底した事務事業の見直し 

19 各種整備計画の策定と運用 

20 内部管理事務の効率化・簡素化、事務改善の推進 

21 部局ごとの目標管理の実施 

⑵ 民間活力の活用 22 民間への業務委託等の推進 

23 指定管理者制度の導入と適正な運用 

⑶ 公共施設の見直し 24 計画的な再配置の実施 

25 計画的な除却の実施 

26 計画的な保全・長寿命化の推進 

27 借地の解消、借地料の見直し 

⑷ 市民とのコミュニケー

ションの充実 

28 分かりやすい市政情報の発信 

29 広聴活動の推進 

30 市民ニーズ等に対応した相談窓口の充実 

31 申請手続きの簡素化 

３ 人材育成・組織風土

の改革 

⑴ 定員の適正化及び組織

の見直し 

32 定員適正化の推進 

33 組織の見直し 

⑵ 人材育成の推進 34 職員能力の開発促進 

35 人事評価制度の構築と適正な運用 

36 危機管理能力の向上 

37 職場環境の整備 

４ 「新しい公共」の創

造・推進 

⑴ 地域自治の推進 38 地域コミュニティ活動の推進 

39 地域自治区制度の推進 

⑵ 市民活動の促進 40 多様な市民活動の促進 

⑶ 取組推進のための環境

整備 

41 まちづくりの人材育成 

42 職員の意識向上と体制整備 

 

別冊資料1 

 



区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

※取組項目の主管
課等と、推進に当
たり関係する課等
を記載

※取組項目に関し、現在の抱え
る課題は何か、解決に向け何が
必要かなどを記載

計画内容
（Plan）

※目標達成に向けた具体的
な取組内容を記載

※目標達成に向けた具体的
な取組内容を記載

※目標達成に向けた具体的
な取組内容を記載

※目標達成に向けた具体的
な取組内容を記載

取組状況
（Do）

※計画に沿った取組内容
（実績）を記載

※計画に沿った取組内容
（実績）を記載

※計画に沿った取組内容
（実績）を記載

※計画に沿った取組内容
（実績）を記載

取組工程に
対する評価
（Check）

※取組内容（実績）、進捗
状況に対する評価を記載

※取組内容（実績）、進捗
状況に対する評価を記載

※取組内容（実績）、進捗
状況に対する評価を記載

※平成30年度の到達目標
に対する評価を記載

見直し、
改善事項
（Action）

※進捗の遅延や改善の余地
があった場合、見直しの内
容を記載

※進捗の遅延や改善の余地
があった場合、見直しの内
容を記載

※進捗の遅延や改善の余地
があった場合、見直しの内
容を記載

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

※具体的な取
組項目名を記
載

※左記の「現状と課題」を踏ま
えつつ、平成30年度に設定し
た目標の実現に向け、何を、何
のために、どのように改革に取
り組んでいくのかを記載

※計画期間の最終年度とな
る平成30年度の到達目標
（定量化できるものは数値
目標又は成果指標）を記載 (平成27年度における到達の

目安) 

※必要に応じて、年度別の到

達目標の数値を記載 

(平成28年度における到達の

目安) 

※必要に応じて、年度別の到

達目標の数値を記載 

(平成29年度における到達の

目安) 

※必要に応じて、年度別の到

達目標の数値を記載 

※平成28年度以降、取組状況（実績値）

や目標達成に向けた進捗状況（評価）、

見直し内容等を追加記載していく予定 

記載例 
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

１ 財政の健全化

⑴ 歳出構造の見直し

1

優良な市債の
有効活用によ
る将来負担の
軽減

【取組主管課等】
・財政課

・各事業の実施に当たっては、
普通交付税算入率の高い優良な
市債の有効活用により普通交付
税分を除く一般財源の負担軽減
を図ることで、実質的な後年度
負担を軽減するとともに、健全
な財政運営の具体的な目安とな
る健全化判断比率の抑制を図
る。

財政計画

・健全化判断比率を次のと
おりとする。
　
　実質公債費比率
　　　　　　○％以下
　将来負担比率
　　　　　　○％以下

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

※実質公債費比率：一般会
計等が負担する市債の元利
償還金及びそれに準ずる償
還金の標準財政規模を基本
とした額に対する割合
※将来負担比率：一般会計
等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模を基
本とした額に対する割合

計画内容
（Plan）

・優良な市債の有効活用に
より、実質的な一般財源の
負担軽減を図る。
・健全化判断比率の推移に
留意した財政運営を図る。

[到達目安]財政計画値
・実質公債費比率○％
・将来負担比率　○％

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・優良な市債の有効活用に
より、実質的な一般財源の
負担軽減を図る。
・健全化判断比率の推移に
留意した財政運営を図る。

[到達目安]財政計画値
・実質公債費比率○％
・将来負担比率　○％

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・優良な市債の有効活用に
より、実質的な一般財源の
負担軽減を図る。
・健全化判断比率の推移に
留意した財政運営を図る。

[到達目安]財政計画値
・実質公債費比率○％
・将来負担比率　○％

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・優良な市債の有効活用に
より、実質的な一般財源の
負担軽減を図る。
・健全化判断比率の推移に
留意した財政運営を図る。

財政計画値
・実質公債費比率○％
・将来負担比率　○％

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

2
財政調整基金
の確保と活用

【取組主管課等】
・財政課

【現状】
・財政調整基金は自然災害等の
不測の事態に対応するための財
源として活用しつつ、今後の財
政見通しを見据え、可能な限り
の積立てに努めてきた。
・平成26年度末の残高見込み額
　約99億円（12月補正後）

【課題】
・今後も安定的な財政運営を図
るための財源として、また、不
測の事態に備えるとともに、必
要な事業の財源とするため、計
画的な取崩しと一定額の基金残
高を確保する必要がある。

・財政調整基金を一定額確保し
つつ、必要な事業等の財源とし
て適切な活用を図る。

財政計画

・年度末財政調整基金残高
　25億円以上の維持
（財政計画上の値：○億
円）

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

計画内容
（Plan）

・財政調整基金を歳出事業
の財源として活用するとと
もに、平成27年度末基金残
高を25億円以上確保する。

[到達目安]財政計画値
・財政調整基金残高○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・財政調整基金を歳出事業
の財源として活用するとと
もに、平成28年度末基金残
高を25億円以上確保する。

[到達目安]財政計画値
・財政調整基金残高○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・財政調整基金を歳出事業
の財源として活用するとと
もに、平成29年度末基金残
高を25億円以上確保する。

[到達目安]財政計画値
・財政調整基金残高○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・財政調整基金を歳出事業
の財源として活用するとと
もに、平成30年度末基金残
高を25億円以上確保する。

財政計画値
・財政調整基金残高○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

3
補助金・交付
金の見直し

【取組主管課等】
・財政課
・行政改革推進課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・市の施策の実施にあたって、
自ら実施するより他の団体等が
主体となる方が効率的・効果的
な場合や、市民の自主的なまち
づくりを奨励する場合に、補助
金や交付金を支出してきた。
・平成25年度決算値
　補助金・交付金総額
　　52億9千万円
　対象団体等（個人を含む）
　　6,395件

【課題】
・市が行政目的を効率的・効果
的に達成するうえで、各種団体
等が行政の補完的役割を担う必
要がある一方、補助金等の公平
性、公益性、必要性及び適格性
の確保が求められている。

・補助金等の執行に関する基本
方針を策定するとともに、必要
性や妥当性、補助率や終期等を
検証し、適正な金額への見直し
や整理統合を図る。

補助金等
の執行に
関する基
本方針
(案)

・基本方針が定められ、一
定の基準の下、すべての補
助金について見直しが行わ
れている状態

計画内容
（Plan）

・補助金等の執行に関する
基本方針を策定する。
・平成28年度に向け、基本
方針に基づき、補助額の見
直しや補助事業の整理統合
を図る。

・既設の補助事業が、基本
方針に基づき、適正に執行
されているかを検証する。
・平成28年度に向け、基本
方針に基づき、補助額の見
直しや補助事業の整理統合
を図る。

・既設の補助事業が、基本
方針に基づき、適正に執行
されているかを検証する。
・平成28年度に向け、基本
方針に基づき、補助額の見
直しや補助事業の整理統合
を図る。

・既設の補助事業が、基本
方針に基づき、適正に執行
されているかを検証する。
・平成28年度に向け、基本
方針に基づき、補助額の見
直しや補助事業の整理統合
を図る。

【現状】
・平成25年度決算に基づく健全
化判断比率は、全ての比率にお
いて、財政健全化法に基づく是
正措置の判断基準となる早期健
全化基準及び財政再生基準には
至っていない。
・しかし、今後、実質的な普通
交付税の段階的縮小の影響等に
より、各比率の悪化が想定され
る。
・平成25年度決算値（早期健全
化基準）
　実質公債費比率
　　14.7％（25.0％）
　将来負担比率
　　126.5％（350.0％）

【課題】
・今後も財政の健全化に向け、
健全化判断比率の推移に留意す
るとともに、普通交付税算入率
の高い優良な市債を有効活用す
ることにより、普通交付税分を
除く一般財源の負担軽減を図る
必要がある。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

4
経費の節減・
合理化の徹底

【取組主管課等】
・財政課
・行政改革推進課
・環境保全課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・経費の節減に向けた取組につ
いては、これまでも予算編成及
び執行を通じ、全庁的に行って
いるが、更なる工夫が求められ
ている。
・重点的な取組として、職員の
意識啓発の徹底のほか、消耗品
費、印刷製本費、修繕料、備品
購入費の上限額の設定や、施設
の開館時間等の見直し、光熱水
費の抑制に取り組んでいる。

【課題】
・経費の節減については、細や
かな取組の積み重ねと継続が肝
要であり、コスト意識を高める
ための職員の意識付けと計画的
な取組が必要である。

・職員のコスト意識を高めると
ともに、より効果的な執行管理
の手法を見直し、経費（消耗品
費、光熱水費等）の節減、合理
化・効率化の徹底を図る。

－

・財政計画に沿って、消耗
品費や庁舎等の光熱水費な
ど物件費等の節減が図られ
ている状態

計画内容
（Plan）

・経費節減等に対する職員
の意識付けを徹底する。
・経費節減等に対する目標
設定及び管理を行うための
仕組みを構築する（JMS：上
越市環境マネジメントシス
テムの取組を活用）。

・経費節減等に対する目標
達成に向けた執行管理を全
庁的に行う。

・経費節減等に対する目標
達成に向けた執行管理を全
庁的に行う。

・経費節減等に対する目標
達成に向けた執行管理を全
庁的に行う。

5
入札契約制度
の改善・見直
し

【取組主管課等】
・契約課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・入札方法について、品質の確
保に向けた不適格業者の排除や
地元企業の確保・育成を図るた
め、指名競争入札を主体に取り
組んでいる。
・公共工事の品質確保とその担
い手の中長期的な育成・確保を
図るため、公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法
律（入契法）等が26年6月に改正
された。

【課題】
・指名競争入札を主体に取り組
んできた結果、工種や施工場所
によって指名業者が固定化し、
競争性の低下が懸念される。
・入契法等の改正に伴い、現行
の事務処理を見直す必要があ
る。

・関係法令や地域経済の状況等
を勘案し、公正・透明かつ競争
性の高い入札契約制度となるよ
う継続的に検討するとともに、
必要に応じて入札契約制度の見
直しを行う。

－

・公正・透明かつ競争性の
高い入札契約制度が適切に
運用されている状態

計画内容
（Plan）

・関係法令や地域経済の状
況等を勘案し、公正・透明
かつ競争性の高い入札契約
制度を適切に運用するとと
もに、必要に応じて入札契
約制度の見直しを行う。

（主な取組）
・制限付き一般競争入札の
対象範囲を拡大し、予定価
格2,000万円以上とする。

・入札時における工事費内
訳書の提出を義務付ける。

・関係法令や地域経済の状
況等を勘案し、公正・透明
かつ競争性の高い入札契約
制度を適切に運用するとと
もに、必要に応じて入札契
約制度の見直しを行う。

・関係法令や地域経済の状
況等を勘案し、公正・透明
かつ競争性の高い入札契約
制度を適切に運用するとと
もに、必要に応じて入札契
約制度の見直しを行う。

・関係法令や地域経済の状
況等を勘案し、公正・透明
かつ競争性の高い入札契約
制度を適切に運用するとと
もに、必要に応じて入札契
約制度の見直しを行う。

6
公共工事等コ
ストの更なる
縮減

【取組主管課等】
・都市整備課
・契約課
・検査課

【関係課等】
・公共工事等を実
施する全ての課等

【現状】
・これまで公共工事等の設計業
務の厳格化と監理の徹底を行
い、公共工事の品質の確保とコ
ストの縮減を図ってきた。

【課題】
・公共工事の品質確保の促進に
関する法律（品確法）が一部改
正され、改正の主旨を踏まえ、
当市の取組を見直す必要があ
る。
・今後は、これまでの取組によ
る事業コストの縮減のほか、公
共工事の品質確保を重視するこ
とで将来的なライフサイクルコ
スト等の縮減に取り組む必要が
ある。

・公共工事の品質確保の促進に
関する法律（品確法）の一部改
正や基本指針等を踏まえつつ、
公共工事等に最適な手法・工法
を採用することにより、品質の
確保と事業コストやライフサイ
クルコストの縮減を図る。
・公共工事等の品質確保とコス
ト削減のため、技術系職員の育
成を図る。

－

・公共工事等の品質確保と
コスト縮減に向け、具体的
な仕組みが整備されている
状態

計画内容
（Plan）

・品確法の一部改正を踏ま
え、公共工事等の品質の確
保とコスト縮減に係る取組
を進める。
・公共工事等の設計・施工
に従事する技術系職員の育
成を進める。

[具体的な取組]
・庁内検討の実施
・先進事例の調査・研究、
情報共有
・技術系職員の研修の実施

・品確法の一部改正を踏ま
え、公共工事等の品質の確
保とコスト縮減に係る取組
を進める。
・公共工事等の設計・施工
に従事する技術系職員の育
成を進める。

[具体的な取組]
・庁内検討の実施
・先進事例の調査・研究、
情報共有
・技術系職員の研修の実施

・品確法の一部改正を踏ま
え、公共工事等の品質の確
保とコスト縮減に係る取組
を進める。
・公共工事等の設計・施工
に従事する技術系職員の育
成を進める。

[具体的な取組]
・庁内検討の実施
・先進事例の調査・研究、
情報共有
・技術系職員の研修の実施

・品確法の一部改正を踏ま
え、公共工事等の品質の確
保とコスト縮減に係る取組
を進める。
・公共工事等の設計・施工
に従事する技術系職員の育
成を進める。

[具体的な取組]
・庁内検討の実施
・先進事例の調査・研究、
情報共有
・技術系職員の研修の実施

4



区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

7
予算規模の計
画的な縮小

【取組主管課等】
・財政課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・当市の一般会計の予算規模
は、市町村合併後の平成17年度
以降、毎年1,000億円を超えてお
り、特例市（類似団体）の平均
値よりも高い水準となってい
る。

【課題】
・今後の普通交付税の段階的縮
小や人口減少及び少子高齢化社
会の進展を見据え、持続可能な
財政運営を図っていくため、歳
入規模に見合った歳出規模への
計画的な見直しを進め、予算規
模を段階的に縮小する必要があ
る。

・歳入規模に見合った歳出規模
への見直しを進め、財政計画に
基づく予算規模への計画的な縮
小を図る。

財政計画

・財政計画における予算規
模で予算編成されている状
態
 （財政計画における一般会
計の予算規模　○○億円）
　

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

計画内容
（Plan）

・財政計画に基づき、歳入
規模に見合った歳出予算を
編成する。

[到達目安]財政計画値
・一般会計の予算規模
　　　　　　○○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・財政計画に基づき、歳入
規模に見合った歳出予算を
編成する。

[到達目安]財政計画値
・一般会計の予算規模
　　　　　　○○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・財政計画に基づき、歳入
規模に見合った歳出予算を
編成する。

[到達目安]財政計画値
・一般会計の予算規模
　　　　　　○○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

・財政計画に基づき、歳入
規模に見合った歳出予算を
編成する。

財政計画値
・一般会計の予算規模
　　　　　　○○億円

※2月に策定する財政計画に
基づき数値を設定

⑵ 歳入確保の取組推進

8

市税等の収納
率の向上に向
けた取組の推
進

【取組主管課等】
・収納課

【関係課等】
・税務課
・国保年金課
・こども課
・建築住宅課

【現状】
・これまで納税相談の実施、分
納措置、コンビニ収納など、納
税しやすい環境整備に取り組ん
できた。
・平成25年度決算値
　　全体の収納率
　　　92.60％
　　現年課税分全体収納率
　　　98.20％
　　滞納繰越分収納率
　　　19.59％

【課題】
・財源の安定的な確保のため、
これまでの取組の推進はもとよ
り、各種債権の徴収体制を強化
し、収納率の向上を図る必要が
ある。

・納税相談や分納措置、コンビ
ニ収納等の推進により、納税し
やすい環境を整備するととも
に、各種債権の徴収体制の強化
等に取り組み、収納率の向上を
図る。

－

・市税等の収納率を次のと
おりとする。

　収納率　(仮)92.58％

※参考
　現年課税分収納率
　・市税   　   98.78％
　・国民健康保険税
　　　　　　　　93.31％
　・保育料    　99.14％
　・住宅使用料　98.40％
　滞納繰越分収納率
　・市税      　19.95％
　・国民健康保険税
　　　　　　　　16.99％
　・保育料    　18.33％
　・住宅使用料　18.75％

計画内容
（Plan）

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納の検証・実
施
・私債権管理の一元化検討

[到達目安]
●収納率　　(仮)92.58％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税　　　　　98.81％
　・国民健康保険税93.31％
　・保育料　　　　99.14％
　・住宅使用料　　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税　　　　　19.97％
　・国民健康保険税16.99％
　・保育料　　　　18.33％
　・住宅使用料　　18.75％

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納の検証・実
施
・私債権管理の一元化準備

[到達目安]
●収納率　　(仮)92.58％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税　　　　　98.81％
　・国民健康保険税93.31％
　・保育料　　　　99.14％
　・住宅使用料　　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税　　　　　19.92％
　・国民健康保険税16.99％
　・保育料　　　　18.33％
　・住宅使用料　　18.75％

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納の検証・実
施
・私債権管理の一元化実施

[到達目安]
●収納率　　(仮)92.58％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税　　　　　98.72％
　・国民健康保険税98.31％
　・保育料　　　　99.14％
　・住宅使用料　　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税　　　　　19.89％
　・国民健康保険税16.99％
　・保育料　　　　18.33％
　・住宅使用料　　18.75％

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納の検証・実
施
・私債権管理の一元化実施

　
●収納率　(仮)92.58％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税   　　   98.78％
　・国民健康保険税93.31％
　・保育料   　 　99.14％
　・住宅使用料　　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税      　　19.95％
　・国民健康保険税16.99％
　・保育料   　　 18.33％
　・住宅使用料　　18.75％

－

[手数料]
・家庭系廃棄物の処分等の
手数料の見直しを行う。

－

[使用料]
・平成27年10月からの新た
な施設使用料及び減免基準
の適用に向けた周知、運用
基準の策定等を行う。

・原価計算等に基づく施設
使用料の見直しを行う。

・見直しの結果を踏まえ、
必要に応じて施設使用料を
改定する。

受講料等
の見直し
方針(案)

[その他]
・平成29年4月からの各種事
業の受講料等の見直しに向
け、現状把握や分析を行
い、基本方針を策定する。

・平成29年4月からの新たな
受講料等の適用に向けた作
業や周知等を行う。
・新設する受講料等につい
ては、基本方針に基づき審
査する。

・受講料等の見直しを行
う。
・新設する受講料等につい
ては、基本方針に基づき審
査する。

・既設の受講料等について
は、基本方針に基づき、適
正に執行されているかを検
証する。
・新設する受講料等につい
ては、基本方針に基づき審
査する。

9
受益者負担の
適正化

【取組主管課等】
・財政課
・行政改革推進課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・第4次行政改革の取組として手
数料及び施設使用料の見直しを
行い、平成26年度内の条例改正
を経て、手数料は平成27年4月、
施設使用料は平成27年10月から
の改定を予定している。
・また、施設使用料の減免基準
については、平成27年10月から
新たな基準の適用を予定してい
る。
・施設使用料については、3年毎
に見直しを行うこととしてい
る。

【課題】
・事務内容や施設の状況に応
じ、受益者負担の適正化を適切
に図っていくためには、定期的
な見直しが必要である。
・また、各種事業の受講料等の
設定については、統一的な方針
がないことから、手数料等とあ
わせ、受益者負担の適正化に取
り組む必要がある。

・平成26年度と比較し、
サービスの提供にかかる経
費に占める料金収入の割合
が適切な割合となるなど、
受益者負担の更なる適正化
が図られている状態

計画内容
（Plan）

・サービスの利用に対する不公
平や格差が生じないよう、使用
料や手数料、各種事業の受講料
等については、原価（ランニン
グコスト等）をベースとした算
定方法を基本に定期的に見直す
ことにより、受益者負担の適正
化を図る。

5



区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

10
未利用財産の
売却・貸付の
促進

【取組主管課等】
・用地管財課

【関係課等】
・施設等を所管す
る全ての課等

・普通財産（直接に公の目的に
供していない財産）や行政財産
の未利用部分等の商品化を進め
るとともに、営業活動を展開
し、売却・貸付を促進する。

売却計画

・計画期間内の未利用財産
の処分（売却・貸付）目標
を次のとおりとする。

　目標額 1,824,559千円

※参考
  売却額 1,277,511千円
  貸付額   547,048千円

計画内容
（Plan）

・売却計画に基づき未利用
財産の処分（売却・貸付）
を進める。

  目標額   452,410千円

※参考
  売却額   315,648千円
  貸付額   136,762千円

・売却計画に基づき未利用
財産の処分（売却・貸付）
を進める。

  目標額   795,321千円

※参考
  売却額   658,559千円
  貸付額   136,762千円

・売却計画に基づき未利用
財産の処分（売却・貸付）
を進める。

  目標額   322,247千円

※参考
  売却額   185,485千円
  貸付額   136,762千円

・売却計画に基づき未利用
財産の処分（売却・貸付）
を進める。

  目標額   254,581千円

※参考
  売却額   117,819千円
  貸付額   136,762千円

11
その他の自主
財源の確保

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・用地管財課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・第4次行革の取組として自主財
源の確保に取り組んできた。
・平成25年度決算値
　　有料広告収入　11,766千円
　　ふるさと納税　25,332千円

【課題】
・引き続き有料広告収入の確保
や新たな広告媒体の掘り起こ
し、ふるさと納税の促進に努
め、自主財源を確保していく必
要がある。

・職員が財源獲得の意識を持
ち、広告事業の推進、ふるさと
納税の促進、その他財源の確保
等の取組を推進する。

－

・計画期間内の自主財源収
入額を次のとおりとする。
　
　有料広告収入
　　　　○千円以上
　ふるさと納税
　　　　○千円以上

※財政計画の策定にあわせ
数値を設定

計画内容
（Plan）

・広報上越や市ホームペー
ジ、市名入り各種封筒に有
料広告を掲載する。
・全庁を挙げて、ふるさと
納税の増加策、新たな広告
媒体や自主財源の確保策の
検討を進める。

[到達目安]
・有料広告収入
　　　　　○千円以上
・ふるさと納税
　　　　　○千円以上

※財政計画の策定にあわせ
数値を設定

・広報上越や市ホームペー
ジ、市名入り各種封筒に有
料広告を掲載する。
・全庁を挙げて、ふるさと
納税の増加策、新たな広告
媒体や自主財源の確保策の
検討を進める。

[到達目安]
・有料広告収入
　　　　　○千円以上
・ふるさと納税
　　　　　○千円以上

※財政計画の策定にあわせ
数値を設定

・広報上越や市ホームペー
ジ、市名入り各種封筒に有
料広告を掲載する。
・全庁を挙げて、ふるさと
納税の増加策、新たな広告
媒体や自主財源の確保策の
検討を進める。

[到達目安]
・有料広告収入
　　　　　○千円以上
・ふるさと納税
　　　　　○千円以上

※財政計画の策定にあわせ
数値を設定

・広報上越や市ホームペー
ジ、市名入り各種封筒に有
料広告を掲載する。
・全庁を挙げて、ふるさと
納税の増加策、新たな広告
媒体や自主財源の確保策の
検討を進める。

・有料広告収入
　　　　　○千円以上
・ふるさと納税
　　　　　○千円以上

※財政計画の策定にあわせ
数値を設定

⑶ 公営企業等の健全経営

12
ガス事業、上
水道事業の健
全経営の維持

【取組主管課等】
・ガス水道局総務
課

【関係課等】
・ガス水道局各課

【現状】
・ガス事業、水道事業において
は独自の経営計画に基づき事業
を展開し、経営基盤の強化と
サービスの向上に取り組んでき
た。

【課題】
・今後も第2次中期経営計画に基
づく取組の着実な実施を図り、
健全経営を進めていく必要があ
る。

・施設の長寿命化による更新需
要の抑制、企業債の新規借入抑
制等による将来負担の軽減等に
より、健全な経営を維持する。
・平成29年度に予定されている
小売全面自由化などのガスシス
テム改革を始めとする今後の事
業環境の変化に対し、新たに設
置される公営企業管理者の下、
迅速かつ効果的に対応する。

中期経営
計画

・第2次中期経営計画（計画
期間：平成27年度～平成34
年度）の取組推進により、
健全経営が維持された状態
（各項目の業務指標が達成
された状態）
・ガスシステム改革等の事
業環境の変化に対し機動的
かつ迅速な対応がなされて
いる状態

計画内容
（Plan）

・中期経営計画に基づき、
各項目の進捗管理を行い、
各項目の業務指標を公表す
る。
・公営企業管理者の設置及
び組織の見直しを実施す
る。
・ガスシステム改革への対
応検討及び実施に向け準備
する。

・中期経営計画に基づき、
各項目の進捗管理を行い、
各項目の業務指標を公表す
る。
・ガスシステム改革実施に
向け準備する。
・簡易水道事業の上水道事
業への統合を実施する。

・中期経営計画に基づき、
各項目の進捗管理を行い、
各項目の業務指標を公表す
る。
・ガスシステム改革実施後
の影響に対し迅速に対応す
る。
・簡易水道事業への一般会
計基準外繰出金を廃止す
る。

・中期経営計画に基づき、
各項目の進捗管理を行い、
各項目の業務指標を公表す
る。
・ガスシステム改革実施後
の影響に対し迅速に対応す
る。

【現状】
・多くの未利用財産を有してい
るが、そのほとんどは用地測量
が行われておらず、地積や隣地
境界が不明確であり商品化され
ていない。
・このため平成26年度におい
て、優遇制度の創設や財産処分
事務要領の見直しなど売却に向
けた必要な取組を行うととも
に、処分可能な資産を洗い出
し、商品化を図るための優先順
位付けを行って売却計画を策定
した。
・平成25年度決算値
　普通財産
　　　売却額：123,755千円
　　　貸付額： 79,697千円
　旧土地開発公社承継財産
　　　売却額：416,960千円
　　　貸付額： 62,523千円
　　合計　682,935千円
　普通財産保有面積
　　土地　約528万㎡
　　建物　約2万5千㎡（延床面
積）

【課題】
・未利用財産の処分（売却、貸
付）を積極的に進め、自主財源
を確保していく必要がある。

6



区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

13
病院事業の健
全経営に向け
た取組の推進

【取組主管課等】
・健康づくり推進
課

【現状】
・病院事業会計における繰入金
は、法に定められた法定繰入が
行われているが、事業規模の拡
大により増加傾向にある。

【課題】
・今後は中長期的な経営戦略を
策定し、健全経営に向けた取組
を進める必要がある。

・国の「公営企業の経営に当
たっての留意事項について」
（H26.8.29付け通知）及び「公
立病院改革ガイドライン」（国
が策定予定）を踏まえ、公立病
院の健全経営と地域において必
要な医療提供体制の確保を図
る。

経営戦略
（案）

・経営戦略に基づき、健全
経営と地域において必要な
医療提供体制の確保が図ら
れている状態

計画内容
（Plan）

・公立病院改革ガイドライ
ンに基づき、経営戦略
（案）を策定する。

・経営戦略に基づき、健全
経営に取り組む。

・経営戦略に基づき、健全
経営に取り組む。

・経営戦略に基づき、健全
経営に取り組む。

14

下水道事業の
健全経営に向
けた取組の推
進

【取組主管課等】
・生活排水対策課

【関係課等】
・下水道建設課

・国の「公営企業の経営に当
たっての留意事項について」
（H26.8.29付け通知）を踏ま
え、平成32年度からの公営企業
会計への移行を目指す。

・平成23年度に実施した農集処
理施設の「基本構想」及び機能
診断結果を踏まえ、農集処理施
設の統廃合計画を策定する。そ
の後、この統廃合計画と下水道
全体計画の見直しとを併せて、
都道府県構想マニュアルに基づ
くアクションプランを含む新た
な下水道全体計画を策定し、公
共への接続が有利となる農集処
理場については、平成31年度か
ら下水道へ接続することを目指
す。

－

[公営企業会計への移行]
・下水道及び農集の資産調
査が終了
・条例・規則等の制定・改
定に着手

[農集処理施設の統廃合]
・農集処理場を下水道へ接
続する工事について、実施
設計が終了 計画内容

（Plan）

≪公営企業会計への移行≫
・下水道管渠資産調査

≪農集処理施設の統廃合≫
・農集処理施設の統廃合計
画策定
・下水道全体計画策定
　（上越、柿崎、大潟）
・アクションプランの策定

≪公営企業会計への移行≫
・下水道管渠資産調査
・下水道処理場資産調査

≪農集処理施設の統廃合≫
・地元及び県との協議
・下水道全体計画の適用
　（上越、柿崎、大潟）

≪公営企業会計への移行≫
・下水道管渠資産調査
・下水道処理場資産調査
・農集管渠資産調査
・農集処理場資産調査

≪農集処理施設の統廃合≫
・下水道全体計画の変更
　（上越、柿崎、大潟を除
く処理区）
・事業計画の変更
　（全処理区）
・基本設計

≪公営企業会計への移行≫
・農集管渠資産調査
・農集処理場資産調査
・条例・規則等の制定・改
定

≪農集処理施設の統廃合≫
・実施設計

15
特別会計の効
率的な運営

【取組主管課等】
・高齢者支援課
・国保年金課

【現状】
・特別会計事業における繰入金
は、法に定められた法定繰入
と、会計内の歳入不足等への補
てんとなる法定外繰入がある。
現在、法定外繰入は行っておら
ず健全な事業運営が図られてい
る。

【課題】
・一般会計の負担軽減に向け、
特別会計の繰入金（一般会計か
らの操出金）の抑制に今後も努
める必要がある。

※該当する特別会計
・介護保険特別会計
・国民健康保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計

・事業計画等を策定し、将来的
な見通しを持った上で、歳入確
保や歳出削減等に取り組むとと
もに、将来負担の軽減につなが
る予防関連事業等の取組を強化
するなど、健全経営を推進する
ことにより、一般会計からの法
定外の繰出金の抑制を図る。

－

・各会計の収支構造の健全
化が図られている状態（一
般会計からの繰出金の縮減
など）

計画内容
（Plan）

・歳入確保に向け、制度の
周知や収納率の向上、保険
料（税）の見直しの取組な
どを推進する。
（関連：№8 市税等の収納
率の向上に向けた取組の推
進）
・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

・歳入確保に向け、制度の
周知や収納率の向上、保険
料（税）の見直しの取組な
どを推進する。
（関連：№8 市税等の収納
率の向上に向けた取組の推
進）
・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

・歳入確保に向け、制度の
周知や収納率の向上、保険
料（税）の見直しの取組な
どを推進する。
（関連：№8 市税等の収納
率の向上に向けた取組の推
進）
・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

・歳入確保に向け、制度の
周知や収納率の向上、保険
料（税）の見直しの取組な
どを推進する。
（関連：№8 市税等の収納
率の向上に向けた取組の推
進）
・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

【現状】
・下水道事業について、市民や
議会の理解を得るために、企業
会計方式を導入し経営状況を公
表するよう、国による義務化の
動きがある。
・農集処理施設は52処理区48処
理場あるが、これらの約半数が
供用開始から15年以上を経過し
ている。また、近年の人口減少
や行政区界が取り除かれたこと
により効率性の低い処理区があ
る。

【課題】
・下水道事業の計画性や透明性
を確保し、財政状況を市民や議
会に明らかにしていくため、企
業会計方式を導入し、経営状況
を公表していく必要がある。
・経営の健全化に向け、農集処
理施設の統廃合計画を策定する
必要がある。また、効率性の観
点から公共下水道との連携を検
討する必要がある。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

15
特別会計の効
率的な運営

【取組主管課等】
・健康づくり推進
課

【現状】
・特別会計事業における繰入金
については、法に定められた法
定繰入と、会計内の歳入不足等
への補てんとなる法定外繰入が
ある。現在、診療報酬以外の財
源不足分の法定外繰入を行って
いる。

【課題】
・一般会計の負担軽減に向け、
特別会計の繰入金（一般会計か
らの操出金）の抑制に努める必
要がある。

※該当する特別会計
・診療所特別会計

・事業計画等を策定し、将来的
な見通しを持った上で、歳入確
保や歳出削減等に取り組むとと
もに、将来負担の軽減につなが
る予防関連事業等の取組を強化
するなど、健全経営を推進する
ことにより、一般会計からの繰
出金の抑制を図る。

－

・各会計の収支構造の健全
化が図られている状態（一
般会計からの繰出金の縮減
など）

計画内容
（Plan）

・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業の取組を
強化する。

【取組主管課等】
・新幹線・交通政
策課
・環境保全課
・観光振興課

【現状】
・特別会計事業においては独自
の計画に基づき事業を展開して
きたが、収支不足分については
一般会計からの繰入金で対応し
ている。

【課題】
・一般会計の負担軽減に向け、
今後の事業の方向性を十分検討
するとともに、特別会計の繰入
金（一般会計からの操出金）の
抑制に努める必要がある。

※該当する特別会計
・新幹線新駅地区土地区画整理
事業特別会計
・地球環境特別会計
・索道事業特別会計

・事業計画等を策定し、将来的
な見通しを持った上で、歳入確
保や歳出削減等に取り組み、健
全経営を推進することにより、
一般会計からの繰出金の抑制を
図る。

－

・各会計の収支構造の健全
化が図られている状態（一
般会計からの繰出金の縮減
など）

計画内容
（Plan）

・事業の終期や方向性を検
討するとともに、事業計画
を策定・見直す。
・歳入確保に向け、利用促
進に向けた取組などを推進
する。
・歳出削減に向け、経常経
費の節減や公共工事等コス
トの削減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底、№5 入札契
約制度の改善・見直し、№6
公共工事等コストの更なる
縮減）

・事業の終期や方向性を検
討するとともに、事業計画
を策定・見直す。
・歳入確保に向け、利用促
進に向けた取組などを推進
する。
・歳出削減に向け、経常経
費の節減や公共工事等コス
トの削減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底、№5 入札契
約制度の改善・見直し、№6
公共工事等コストの更なる
縮減）

・事業の終期や方向性を検
討するとともに、事業計画
を策定・見直す。
・歳入確保に向け、利用促
進に向けた取組などを推進
する。
・歳出削減に向け、経常経
費の節減や公共工事等コス
トの削減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底、№5 入札契
約制度の改善・見直し、№6
公共工事等コストの更なる
縮減）

・事業の終期や方向性を検
討するとともに、事業計画
を策定・見直す。
・歳入確保に向け、利用促
進に向けた取組などを推進
する。
・歳出削減に向け、経常経
費の節減や公共工事等コス
トの削減の取組などを推進
する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底、№5 入札契
約制度の改善・見直し、№6
公共工事等コストの更なる
縮減）

16
第三セクター
の経営健全化

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・新幹線・交通政
策課
・産業振興課
・観光振興課
・農業政策課
・農林水産整備課

・第三セクターの経営状況等と
ともに、当該第三セクター等に
関する市の現在及び将来におけ
る財政的リスクについて、適切
かつ簡明な把握を行う。
・第三セクターの経営の悪化又
は健全性の喪失等が判明した場
合には、速やかに経営健全化に
取り組む。
・議会や市民に対し、第三セク
ターの経営状況等を一覧できる
資料を作成し公表する。 －

・第三セクターの経営健全
化（単年度黒字の計上、累
積欠損金の縮小）が図られ
ている状態

計画内容
（Plan）

・国の指針を踏まえ、第三
セクターの経営状況や資産
債務の状況について、適切
な把握・評価を行う。
・経営状況が悪化している
場合は、経営改善計画の策
定を促し、経営改善に向け
た取組を進める。
・国の指針を基に、議会や
市民に対して開示する第三
セクターの経営状況の内容
及び方法等の見直しを検討
する。

・国の指針を踏まえ、第三
セクターの経営状況や資産
債務の状況について、適切
な把握・評価を行う。
・経営状況が悪化している
場合は、経営改善計画の策
定を促し、経営改善に向け
た取組を進める。
・議会や市民に対し、第三
セクターの経営状況等の適
切な開示を行う。

・国の指針を踏まえ、第三
セクターの経営状況や資産
債務の状況について、適切
な把握・評価を行う。
・経営状況が悪化している
場合は、経営改善計画の策
定を促し、経営改善に向け
た取組を進める。
・議会や市民に対し、第三
セクターの経営状況等の適
切な開示を行う。

・国の指針を踏まえ、第三
セクターの経営状況や資産
債務の状況について、適切
な把握・評価を行う。
・経営状況が悪化している
場合は、経営改善計画の策
定を促し、経営改善に向け
た取組を進める。
・議会や市民に対し、第三
セクターの経営状況等の適
切な開示を行う。

【現状】
・平成26年8月、国は地方公共団
体に対して、第三セクター等の
効率化・経営健全化と活用の両
立に向けて適切な取組を要請す
るとともに、第三セクター等の
経営改革等に関する新たなガイ
ドラインとして、「第三セク
ター等の経営健全化等に関する
指針」を策定した。
・平成26年10月1日現在におい
て、上記指針の対象（出資比率
が25％以上等）となる第三セク
ターは、会社法法人8法人、非営
利法人9法人の計17法人ある。こ
のうち累積欠損金を有するのは
会社法法人5社、さらにこのうち
2社は累積欠損金が資本金の50％
以上となっている。

【課題】
・国の「第三セクター等の経営
健全化等に関する指針」を踏ま
え、対象となる第三セクターの
効率化・経営健全化と地域の元
気を創造するための活用の両立
に取り組む必要がある。

8



区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

２ 行政運営システムの見直し

⑴ マネジメントシステムの強化

17
政策協議の実
施

【取組主管課等】
・企画政策課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・政策・施策の推進が図られる
よう、予算編成前の政策協議に
より、重点化する施策や主要事
業を選定し、翌年度の予算に反
映させてきた。

【課題】
・今後も引き続き予算編成前の
政策協議を実施し、限りある経
営資源を最適配分した上で、第6
次総合計画の将来都市像である
「すこやかなまち」の実現に向
け、取り組む必要がある。

・第6次総合計画に位置付けた政
策・施策及び重点戦略の推進に
必要な事業の選定や関連付け、
優先順位付け、見直しなどの方
針を定めるため、政策協議を実
施する。

－

・第6次総合計画に位置付け
た政策・施策及び重点戦略
の推進に必要な事業の選
定・見直しが行われ、予算
措置がされている状態

計画内容
（Plan）

・第6次総合計画の進捗管理
を行う（政策的事業につい
て評価・検証を実施す
る）。
・政策協議の実施により、
第6次総合計画に位置付けた
政策・施策及び重点戦略の
推進に必要な事業の選定・
見直しと予算の確保を図
る。

・第6次総合計画の進捗管理
を行う（政策的事業につい
て評価・検証を実施す
る）。
・政策協議の実施により、
第6次総合計画に位置付けた
政策・施策及び重点戦略の
推進に必要な事業の選定・
見直しと予算の確保を図
る。

・第6次総合計画の進捗管理
を行う（政策的事業につい
て評価・検証を実施す
る）。
・政策協議の実施により、
第6次総合計画に位置付けた
政策・施策及び重点戦略の
推進に必要な事業の選定・
見直しと予算の確保を図
る。

・第6次総合計画の中間検証
を行い、後期基本計画の検
討・見直しに反映する。
・政策協議の実施により、
第6次総合計画に位置付けた
政策・施策及び重点戦略の
推進に必要な事業の選定・
見直しと予算の確保を図
る。

18
徹底した事務
事業の見直し

【取組主管課等】
・行政改革推進課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・第4次行政改革の取組として、
毎年度事業評価を実施するとと
もに、今後の事業の方向性を検
証し、次年度の予算に反映させ
てきた。
・平成26年度に「事務事業の総
点検」を実施し、平成27年度か
ら平成30年度に実施する全ての
事務事業について改善・廃止等
の見直しを行った。

【課題】
・今後も毎年度、確実に事業評
価を実施し、限られた経営資源
を最適配分し、真に必要とされ
るサービスを確実かつ安定的に
提供していく必要がある。

・平成26年度に実施した「事務
事業の総点検」に基づく「改
善・廃止計画」の適切な進捗管
理を行うとともに、定期的な事
業評価を検討・実施し、限られ
た経営資源を最適配分する。

改善・廃
止計画

・事業評価の実施及び適切
な進捗管理により、限られ
た経営資源が最適配分さ
れ、市民が真に必要とする
サービスが提供されている
状態

計画内容
（Plan）

・事務事業の総点検の結果
を確実に実施するため、
「改善・廃止計画」に基づ
く進捗管理を行い、毎年度
の予算要求において、評価
結果と連動した予算編成を
行う。
・政策的事業について、決
算をベースに事業評価を行
い、評価結果と連動した予
算編成を行う。

・事務事業の総点検の結果
を確実に実施するため、
「改善・廃止計画」に基づ
く進捗管理を行い、毎年度
の予算要求において、評価
結果と連動した予算編成を
行う。
・政策的事業について、決
算をベースに事業評価を行
い、評価結果と連動した予
算編成を行う。

・事務事業の総点検の結果
を確実に実施するため、
「改善・廃止計画」に基づ
く進捗管理を行い、毎年度
の予算要求において、評価
結果と連動した予算編成を
行う。
・政策的事業について、決
算をベースに事業評価を行
い、評価結果と連動した予
算編成を行う。

・事務事業の総点検の結果
を確実に実施するため、
「改善・廃止計画」に基づ
く進捗管理を行い、毎年度
の予算要求において、評価
結果と連動した予算編成を
行う。
・政策的事業について、決
算をベースに事業評価を行
い、評価結果と連動した予
算編成を行う。

19
各種整備計画
の策定と運用

【取組主管課等】
・行政改革推進課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・第4次行政改革の取組として、
平成24年度から平成32年度を計
画期間とする各分野の整備計画
を策定し、財政状況に応じて、
優先度の高い事業から実施して
きた。

【課題】
・今後も毎年度、整備計画を見
直すとともに、優先度の高い事
業から実施する必要がある。
・また、整備計画が未策定の事
業の中で、整備計画が必要な事
業の検証を行う必要がある。

・事業の優先順位を定めた整備
計画を策定し、財政状況に応じ
て優先度の高い事業から効果的
かつ計画的な事業実施を図る。

※現行整備計画と担当課
・道路整備計画（道路課）
・公共下水道整備計画（生活排水対策
課、下水道建設課）
・林道整備計画（農林水産整備課）
・消融雪施設整備計画（道路課）
・学校等施設整備計画（教育総務課）
・保育園施設整備計画（こども課）
・体育施設整備計画（体育課）
・公民館施設整備計画（生涯学習推進
課、公民館）
・観光施設等整備計画（観光振興課）
・公の施設等除却計画（用地管財課）

各種整備
計画

・分野ごとに整備計画が策
定され、優先度の高い事業
から実施されている状態

計画内容
（Plan）

・各種整備計画の取組を進
捗管理し、財政状況に応じ
て優先度の高い事業から実
施する。
・整備計画が必要な事業を
検証し、必要に応じ新たな
整備計画を策定する。

・各種整備計画の取組を進
捗管理し、財政状況に応じ
て優先度の高い事業から実
施する。

・各種整備計画の取組を進
捗管理し、財政状況に応じ
て優先度の高い事業から実
施する。

・各種整備計画の取組を進
捗管理し、財政状況に応じ
て優先度の高い事業から実
施する。

9



区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

20

内部管理事務
の効率化・簡
素化、事務改
善の推進

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまでも職場単位で事務改
善に取り組んできたが、庁内の
改善事例や全国的な先進事例の
情報が共有されておらず、全庁
的な取組が進んでいない。
・現在の職員提案制度は有効に
機能しておらず、全庁的な継続
的改善に取り組む風潮が希薄で
ある。

【課題】
・継続的な事務改善の必要性を
認識するとともに、全庁をあげ
ての取組につなげる必要があ
る。

・内部管理事務の効率化・簡素
化、事務改善の推進に向けて、
「課単位で取り組む仕組み（仮
称：業務改善効率化プログラ
ム）」を全庁的に実施する。
・先進事例の情報を庁内で共有
するとともに、年度単位で取組
結果を集約し公表する。

－

・取組が計画的に実施さ
れ、全部局において継続的
に改善が行われている状態

計画内容
（Plan）

・内部管理事務の効率化・
簡素化、事務改善の推進に
向けて業務改善効率化プロ
グラムの手法を構築し、数
課で試行的に実施する。
・上記について、取組を評
価するとともに、全庁で改
善の情報を共有し、課や係
単位で改善を推進する。

・内部管理事務の効率化・
簡素化、事務改善の推進に
向けて業務改善効率化プロ
グラムを全庁的に実施する
(３か年で全課で実施）。
・上記について、取組を評
価するとともに、全庁で改
善の情報を共有し、課や係
単位で改善を推進する。

・内部管理事務の効率化・
簡素化、事務改善の推進に
向けて業務改善効率化プロ
グラムを全庁的に実施する
(３か年で全課で実施）。
・上記について、取組を評
価するとともに、全庁で改
善の情報を共有し、課や係
単位で改善を推進する。

・内部管理事務の効率化・
簡素化、事務改善の推進に
向けて業務改善効率化プロ
グラムを全庁的に実施する
(３か年で全課で実施）。
・上記について、取組を評
価するとともに、全庁で改
善の情報を共有し、課や係
単位で改善を推進する。

21
部局ごとの目
標管理の実施

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・平成26年度においては部局の
重点取組事項を抽出し、目標と
取組内容を明確にした上で、毎
月の進捗管理を行っている。
・部局の重点取組に該当しない
事業については、部局としての
目指す方向性との関係性が不明
確となっている。

【課題】
・今後は部局の目標を設定する
ことで、個々の職員が事業を実
施する上で目指すべき方向性を
理解するとともに、部局の目標
の進捗管理を実施することで、
個々の事業の進捗管理にも結び
付けることが必要である。
・課等においても部局目標を含
む年間の組織目標を設定し、進
捗管理を行うことで、個々の職
員の目標設定に反映させること
が必要である。

・計画的な施策や事業等の推進
のため、各部局において予算編
成に合わせ取組目標を設定し、
進捗管理を実施する。
・課等の組織目標についても設
定し、進捗管理を実施する。

－

・部局の目標が設定され進
捗管理が行われている状態
（ＰＤＣＡサイクルに基づ
く取組が定着している状
態）
・課等の目標が設定され進
捗管理が行われている状態

計画内容
（Plan）

・予算編成過程に合わせ、
部局や課等の目標を設定す
る（役割・使命・経営方
針、事業の目標など）。そ
の際、部局や課等の目標
と、個別事業の関係性を明
確にする。
・部局の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。
・課等の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。

・予算編成過程に合わせ、
部局や課等の目標を設定す
る（役割・使命・経営方
針、事業の目標など）。そ
の際、部局や課等の目標
と、個別事業の関係性を明
確にする。
・部局の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。
・課等の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。

・予算編成過程に合わせ、
部局や課等の目標を設定す
る（役割・使命・経営方
針、事業の目標など）。そ
の際、部局や課等の目標
と、個別事業の関係性を明
確にする。
・部局の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。
・課等の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。

・予算編成過程に合わせ、
部局や課等の目標を設定す
る（役割・使命・経営方
針、事業の目標など）。そ
の際、部局や課等の目標
と、個別事業の関係性を明
確にする。
・部局の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。
・課等の目標を進捗管理す
る（目標達成度、成果
等）。

⑵ 民間活力の活用

22
民間への業務
委託等の推進

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまで学校給食調理業務の
民間委託に積極的に取り組み、
平成26年度当初で27校で導入し
ている。
・一方、学校給食調理業務以外
については導入の検討が進んで
いない。

【課題】
・今後は、他の業務についても
民間委託の検討を進めるほか、
国の公共サービス改革基本方針
や全国の自治体の民間委託等の
導入実績を踏まえ、サービスの
向上やコストの削減など、効果
が認められる業務については民
間委託等を推進する必要があ
る。

・国の公共サービス改革基本方
針や全国の自治体の民間委託等
の導入実績、また、行政サービ
ス等民間提案制度の導入、施設
の民間譲渡による民営化等を検
証し、民間への業務委託等の検
討・推進を図る。

（仮)民間
委託推進
方針等

・民間委託等の推進方針が
定められ、検討・推進が図
られている状態

　目標値
・学校給食調理業務委託：
累計45校

計画内容
（Plan）

・学校給食調理業務委託に
ついて、委託実施校におけ
る効果を検証し、次年度新
規導入に向けた作業を進め
る。
・内部検討の他、国の公共
サービス改革基本方針や全
国的な自治体の民間委託導
入実績を踏まえ、当市の現
状と課題等を調査・分析す
る。
・行政サービス等民間提案
制度の導入等の検討を行
う。

[到達目安]
・学校給食調理業務委託：
累計33校

・学校給食調理業務委託に
ついて、委託実施校におけ
る効果を検証し、次年度新
規導入に向けた作業を進め
る。
・調査・分析結果に基づ
き、民間委託推進方針及び
同推進計画を策定する。

[到達目安]
・学校給食調理業務委託：
累計37校

・学校給食調理業務委託に
ついて、委託実施校におけ
る効果を検証し、次年度新
規導入に向けた作業を進め
る。
・民間委託推進方針及び同
推進計画に基づき、民間委
託を推進する。

[到達目安]
・学校給食調理業務委託：
累計40校

・学校給食調理業務委託に
ついて、委託実施校におけ
る効果を検証し、次年度新
規導入に向けた作業を進め
る。
・民間委託推進方針及び同
推進計画に基づき、民間委
託を推進する。

・学校給食調理業務委託：
累計45校
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

23
指定管理者制
度の導入と適
正な運用

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・人事課

【関係課等】
・施設等を所管す
る全ての課等

【現状】
・指定管理者制度は、公の施設
の管理に民間の発想やノウハウ
を幅広く活用し、市民サービス
の向上と経費の縮減を図るとと
もに、公共サービスを民間に開
放することによる地域の活性化
を目的とするものである。
・平成26年度当初
　制度導入施設　218施設

【課題】
・制度導入当初において、導入
効果の検証が十分でなかったほ
か、市と指定管理者が締結する
協定書の内容や指定管理料の算
定方法について、実態との間に
齟齬が生じている状況があるこ
とから、制度の導入・運用方針
を整理し、制度の適切な運用を
図ることにより、公の施設の効
率的・効果的な管理を行う必要
がある。

・指定管理者制度の導入効果や
運用方法等の検証を行い、制度
の導入・運用方針を策定するこ
とで、制度の適切な運用を図
る。
・効果が見込まれる施設への制
度の導入、及び既に導入済みの
施設で効果が見込めない施設の
直営化を進める。

－

・真に制度の導入効果が得
られる施設について制度が
導入され、適切に運用され
ている状態

計画内容
（Plan）

・指定管理者制度の検証を
行い、今後の指定管理者制
度の導入方針を策定する。
・指定管理者制度の導入方
針に基づき、指定管理施設
の更新又は見直し（直営へ
の変更等）及び新規導入を
進める。
・従来の制度運用を検証
し、モニタリングを含めた
制度の運用方針を策定す
る。

・指定管理者制度の導入方
針に基づき、指定管理施設
の更新及び新規導入を進め
る。
・指定管理者制度を導入し
た施設について、モニタリ
ングの実施により管理運営
状況を的確に把握するほ
か、制度の適切な運用を行
う。

・指定管理者制度の導入方
針に基づき、指定管理施設
の更新及び新規導入を進め
る。
・指定管理者制度を導入し
た施設について、モニタリ
ングの実施により管理運営
状況を的確に把握するほ
か、制度の適切な運用を行
う。

・指定管理者制度の導入方
針に基づき、指定管理施設
の更新及び新規導入を進め
る。
・指定管理者制度を導入し
た施設について、モニタリ
ングの実施により管理運営
状況を的確に把握するほ
か、制度の適切な運用を行
う。

⑶ 公共施設の見直し

24
計画的な再配
置の実施

【取組主管課等】
・行政改革推進課

【関係課等】
・施設等を所管す
る全ての課等

【現状】
・これまでは老朽化している施
設や利用者が極端に少ない施設
の廃止、特定の利用者が利用し
ている施設の譲渡を進めてき
た。
・施設の建設や修繕に補助金等
を活用している施設が多く、再
配置の制約となっている。
・公の施設数
　　平成25年度末　939施設
　　平成26年度末予定
　　　　　　　　　820施設

【課題】
・今後も、予算規模の縮小や将
来的な人口減少等も踏まえた上
で、学校施設、体育施設及び観
光施設等の適正配置に取り組む
必要がある。

・公の施設について、施設の目
的と機能、利用実態、地域バラ
ンス等を勘案し、適正配置に向
けた取組の推進を図る。
・保育園、学校施設、市営住宅
等については、個別の再配置計
画（整備計画）を策定し、計画
的な適正配置を進める。

公の施設
の再配置

計画

・公の施設の総量を抑制し
た上で、適正配置されてい
る状態

目標値
（仮）公の施設の概ね1割が
再配置されている状態

※2月下旬に公の施設の再配
置計画を策定する予定 計画内容

（Plan）

・公の施設の再配置計画に
基づき、再配置の取組を進
める。
・個別の再配置計画（長寿
命化計画）を定めている施
設群（保育園、学校施設、
市営住宅等）については、
当該計画により、再配置を
進める。

・公の施設の再配置計画等
に基づき、再配置の取組を
進める。

・公の施設の再配置計画等
に基づき、再配置の取組を
進める。

・公の施設の再配置計画等
に基づき、再配置の取組を
進める。

25
計画的な除却
の実施

【取組主管課等】
・用地管財課

【関係課等】
・施設等を所管す
る全ての課等

【現状】
・市が所有する施設のうち、未
利用施設について、公の施設等
除却計画に基づき計画的に除却
している。
・除却計画に定めた未利用施設
　　平成25年度末　42施設

【課題】
・逼迫する財政状況の下、除却
には多額な費用が必要であるこ
とから、維持管理経費や老朽化
の度合いを注視しつつ、除却後
の土地の処分の見込みや事業計
画の有無を検証しながら、可能
な限り優良な地方債や補助金等
を活用し、計画的に業務を進め
ていく必要がある。

・用途廃止する施設について、
安全管理面や費用対効果を検証
しながら計画的な除却を図る。

公の施設
等除却計

画

財政計画

公の施設
の再配置

計画

・公の施設等除却計画に搭
載している施設の情報が適
宜更新され、計画的な除却
が行われている状態

計画内容
（Plan）

・公の施設等除却計画を適
宜更新するとともに、老朽
化による危険度や財源確保
の可能性を踏まえながら、
計画的な除却を実施する。

・公の施設等除却計画を適
宜更新するとともに、老朽
化による危険度や財源確保
の可能性を踏まえながら、
計画的な除却を実施する。

・公の施設等除却計画を適
宜更新するとともに、老朽
化による危険度や財源確保
の可能性を踏まえながら、
計画的な除却を実施する。

・公の施設等除却計画を適
宜更新するとともに、老朽
化による危険度や財源確保
の可能性を踏まえながら、
計画的な除却を実施する。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

26
計画的な保
全・長寿命化
の推進

【取組主管課等】
・行政改革推進課
・財政課
・用地管財課

【関係課等】
・施設等を所管す
る全ての課等

【現状】
・これまでの公共施設の管理実
態では、管理台帳は策定してい
るものの、過去の大規模改修等
や利用財源、また今後の耐用見
込み年数等の情報が不足し、ま
たこれら情報の蓄積や整理が不
十分な状態であった。
・国から公共施設等の総合的か
つ計画的な管理を推進するため
公共施設等総合管理計画の策定
について要請されている。

【課題】
・今後、人口減少等により公共
施設等の利用需要が変化するこ
とから、早急に公共施設等の全
体の状況を把握し、長期的な視
点をもって、更新・統廃合・長
寿命化などを計画し、公共施設
等の最適な配置と安全な施設の
提供を実現することで、将来的
な財政負担を軽減・平準化する
必要がある。

・施設の維持管理や更新費用の
低減化・平準化を図るため、公
共施設等総合管理計画を策定
し、計画的な保全・長寿命化を
推進する。

公共施設
等総合管
理計画

・公共施設等総合管理計画
が策定され、同計画に基づ
く適正な施設管理が行われ
ている状態

計画内容
（Plan）

・公共施設等総合管理計画
の策定に向けた検討を進め
る。

・公共施設等総合管理計画
を策定する。

・公共施設等総合管理計画
に基づく取組を進める。

（具体的な取組）
・再配置…別掲
・除却…別掲
・長寿命化…個別計画の整
備・更新を行う。
・保守・点検…マニュアル
策定を進める。

・公共施設等総合管理計画
に基づく取組を進める。

（具体的な取組）
・再配置…別掲
・除却…別掲
・長寿命化…個別計画の整
備・更新を行う。
・保守・点検…マニュアル
策定を進める。

27
借地の解消、
借地料の見直
し

【取組主管課等】
・用地管財課

【関係課等】
・施設等を所管す
る全ての課等

【現状】
・市が借り受けている土地に係
る借地料については、基本的な
考え方を示し、基準額を上回る
事案については見直しを進めて
きたところである。
・平成25年度末の状況
　　件(筆)数　5,251件(筆)
　　面積　　　321万㎡
　　借地料　　136百万円

【課題】
・契約時の合意に基づき基準額
を上回る借地料を長年支払って
いる事案が未だ散見されること
から、契約更新時に基準額以内
の借地料となるよう地権者と交
渉を行うとともに、永続的に土
地を借り受ける場合は、取得の
可能性の検討が必要である。

・市が借り受けている土地につ
いて、今後の使用状況等を検討
した上で、借地関係の解消（返
還・買収）や借地料の見直しを
図る。

－

・借地が地権者との合意に
より、可能な限り基準どお
りの借地料となっている状
態

計画内容
（Plan）

・基準額を上回る契約につ
いて、可能な限り基準どお
りの契約となるよう地権者
と交渉を行う。
・また、取得の可能性を検
討し、借地契約の解消を視
野に入れた見直しに取り組
む。

・基準額を上回る契約につ
いて、可能な限り基準どお
りの契約となるよう地権者
と交渉を行う。
・また、取得の可能性を検
討し、借地契約の解消を視
野に入れた見直しに取り組
む。

・基準額を上回る契約につ
いて、可能な限り基準どお
りの契約となるよう地権者
と交渉を行う。
・また、取得の可能性を検
討し、借地契約の解消を視
野に入れた見直しに取り組
む。

・基準額を上回る契約につ
いて、可能な限り基準どお
りの契約となるよう地権者
と交渉を行う。
・また、取得の可能性を検
討し、借地契約の解消を視
野に入れた見直しに取り組
む。

⑷ 市民とのコミュニケーションの充実

28
分かりやすい
市政情報の発
信

【取組主管課等】
・広報対話課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまで市政情報の発信源と
して、広報紙、ホームページ、
コミュニティＦＭなど、各種広
報媒体の特徴をいかしながら、
的確で分かりやすい発信を続け
てきたが、情報の発信量が多く
ホームページの情報更新が遅れ
ることも見受けられる。また、
高齢化や国際化により様々な情
報提供先に適切な情報を伝える
ことも要求されている。

【課題】
・今後も誰もが情報を入手しや
すいよう広報媒体のユニバーサ
ルデザイン化を進めるととも
に、最新で適切な情報を発信す
ることが必要である。

・市広報やホームページ等の情
報の最新化や最適量化、ユニ
バーサルデザイン化を通じて、
分かりやすい市政情報の的確か
つ迅速な発信を図る。

－

・最新かつ正確な市政情報
が、小中学生から高齢者ま
で幅広い世代に分かりやす
く伝わる内容で発信され、
その情報を容易に入手でき
る状態

※参考
・広報紙のユニバーサルデ
ザイン紙面の掲載回数：年4
回以上
・市ホームページのトップ
ページへのアクセス件数：
月12万件以上

計画内容
（Plan）

・広報紙をはじめ各種広報
媒体のユニバーサルデザイ
ン化を進める。
・ホームページの情報が最
新で適切な内容となるよう
取組を進める。
・市民のニーズ変化や満足
度などに対応した広報活動
を行う。

・広報紙をはじめ各種広報
媒体のユニバーサルデザイ
ン化を進める。
・ホームページの情報が最
新で適切な内容となるよう
取組を進める。
・市民のニーズ変化や満足
度などに対応した広報活動
を行う。

・広報紙をはじめ各種広報
媒体のユニバーサルデザイ
ン化を進める。
・ホームページの情報が最
新で適切な内容となるよう
取組を進める。
・市民のニーズ変化や満足
度などに対応した広報活動
を行う。

・広報紙をはじめ各種広報
媒体のユニバーサルデザイ
ン化を進める。
・ホームページの情報が最
新で適切な内容となるよう
取組を進める。
・市民のニーズ変化や満足
度などに対応した広報活動
を行う。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

29
広聴活動の推
進

【取組主管課等】
・広報対話課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・平成25年度は公聴活動とし
て、対話集会（市民と市長の
「キャッチボールトーク」10会
場)の開催、市政モニターアン
ケートの実施(登録者400人)、市
民の声を聴くポストの設置(172
件)、パブリックコメント(3案
件)などを実施してきた。
・また、地域協議会の取組（№
39参照）や各種審議会等（H25.8
時点で141審議会等）の実施によ
り、広く市民の意見を聞く機会
を充実させ、市政に反映する仕
組みを推進してきた。

【課題】
・今後も市民の生の声を聴き市
政運営に反映させることで、市
民が真に必要とするサービスを
提供していく必要がある。

・対話集会、市政モニターアン
ケート等のほか、地域協議会や
各種審議会等を通して、市民の
意見等を聴く機会の確保と市政
運営への反映を図る。
（地域協議会の取組は№39に掲
載）

－

・広聴活動に積極的に取り
組み、真の市民ニーズを的
確に捕捉し、その結果が市
政に反映されている状態

計画内容
（Plan）

・市民と市長との対話集会
「キャッチボールトーク」
を時機を捉えたテーマと効
果的な回数を設定し開催す
る。
・市政モニターアンケート
を年2回実施する。
・市民の声を聴くポストを
引き続き設置する。
・パブリックコメントの実
施案件について確実に実施
する。
・各種審議会の委員の公募
を引き続き実施する。

・市民と市長との対話集会
「キャッチボールトーク」
を時機を捉えたテーマと効
果的な回数を設定し開催す
る。
・市政モニターアンケート
を年2回実施する。
・市民の声を聴くポストを
引き続き設置する。
・パブリックコメントの実
施案件について確実に実施
する。
・各種審議会の委員の公募
を引き続き実施する。

・市民と市長との対話集会
「キャッチボールトーク」
を時機を捉えたテーマと効
果的な回数を設定し開催す
る。
・市政モニターアンケート
を年2回実施する。
・市民の声を聴くポストを
引き続き設置する。
・パブリックコメントの実
施案件について確実に実施
する。
・各種審議会の委員の公募
を引き続き実施する。

・市民と市長との対話集会
「キャッチボールトーク」
を時機を捉えたテーマと効
果的な回数を設定し開催す
る。
・市政モニターアンケート
を年2回実施する。
・市民の声を聴くポストを
引き続き設置する。
・パブリックコメントの実
施案件について確実に実施
する。
・各種審議会の委員の公募
を引き続き実施する。

30
市民ニーズ等
に対応した相
談窓口の充実

【取組主管課等】
・窓口サービスを
提供する全ての課
等

【現状】
・これまで相談窓口として市民
相談室及び福祉総合窓口セン
ター（木田庁舎1階）、消費生活
センター（福祉交流プラザ
内）、女性相談（市民プラザ2階
男女共同参画推進センター内）
等を設置するとともに、各課等
に相談スペースを設置してい
る。また、市民向けの法律相談
も実施している。

【課題】
・今後も社会経済情勢の変化に
伴い、市民からの相談件数の増
加が見込まれることから、相談
窓口を充実する必要がある。ま
た、個人情報やプライバシーに
も配慮し、個室やパーテーショ
ンを利用した相談スペースの確
保や、市民相談に適切に対応す
るため、職員の専門知識の向上
等に取り組む必要がある。

・社会経済情勢や市民ニーズに
対応するため、引き続き既存の
一般相談窓口や専門性の高い特
定業務の相談窓口を設置すると
ともに、相談環境の整備や職員
の専門性・接遇などの質を高
め、相談窓口の充実を図る。

－

・市民ニーズに対応した相
談窓口が設置され、市民の
満足度の維持・向上が図ら
れている状態

計画内容
（Plan）

・一般相談窓口や専門性の
高い特定の相談窓口につい
て、引き続き相談窓口を設
置するとともに、新たな相
談窓口の需要への対応を検
討する。

[相談窓口の環境整備]
・各課等が相談業務に対応
できるスペースを確保する
とともに、各階に個室や
パーテーションを利用した
相談スペースを確保する。
[相談サービスの質の向上]
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。
・窓口アンケートを実施
し、現状の把握と改善を図
る。

・一般相談窓口や専門性の
高い特定の相談窓口につい
て、引き続き相談窓口を設
置するとともに、新たな相
談窓口の需要への対応を検
討する。

[相談窓口の環境整備]
・各課等が相談業務に対応
できるスペースを確保する
とともに、各階に個室や
パーテーションを利用した
相談スペースを確保する。
[相談サービスの質の向上]
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。
・窓口アンケートを実施
し、現状の把握と改善を図
る。

・一般相談窓口や専門性の
高い特定の相談窓口につい
て、引き続き相談窓口を設
置するとともに、新たな相
談窓口の需要への対応を検
討する。

[相談窓口の環境整備]
・各課等が相談業務に対応
できるスペースを確保する
とともに、各階に個室や
パーテーションを利用した
相談スペースを確保する。
[相談サービスの質の向上]
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。
・窓口アンケートを実施
し、現状の把握と改善を図
る。

31
申請手続きの
簡素化

【取組主管課等】
・申請サービスを
提供する全ての課
等

【現状】
・これまでも各課単位で申請手
続きの簡素化等に取り組んでき
たが、未だに分かりにくい・書
きにくい申請書等や、複数の課
で同様の内容の記載が必要な届
出書が存在する。
・また、各課、総合事務所、出
張所等の窓口サービスにおいて
も、職員の能力や接遇につい
て、市民からの苦情がある事例
も見受けられる。

【課題】
・今後は、申請手続きにおける
市民の利便性向上に向け、定期
的な申請手続きの見直しや待ち
時間の短縮、民間を意識した専
門的かつ質の高いサービスを提
供する必要がある。

・市民の利便性向上に向け、各
種申請手続きの簡素化等に取り
組み、サービスの向上を図る。

－

・各種申請手続きの簡素化
により、市民の満足度の向
上や手続きに要する時間が
短縮されている状態

計画内容
（Plan）

・申請手続きの一斉見直し
を実施し、申請書類等につ
いては減免申請書類の取扱
いやユニバーサルデザイン
の配慮を図るとともに、事
務手続きについては申請手
続きの簡素化や待ち時間の
短縮を図る。
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。
・電子申請の活用促進・検
証を行う。
・窓口サービスの見直し
（総合窓口の設置や土日開
設など、№30再掲）を検討
する。

・事務手続きの見直しによ
り申請手続きの簡素化や待
ち時間の短縮を図る。
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。

・事務手続きの見直しによ
り申請手続きの簡素化や待
ち時間の短縮を図る。
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。

・事務手続きの見直しによ
り申請手続きの簡素化や待
ち時間の短縮を図る。
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。

・一般相談窓口や専門性の
高い特定の相談窓口につい
て、引き続き相談窓口を設
置するとともに、新たな相
談窓口の需要への対応を検
討する。
・窓口サービスの見直し(土
日開設等)を検討する。

[相談窓口の環境整備]
・相談事業の充実や市民の
利便性向上のため、市民相
談と消費生活相談の一体化
による相談窓口の整備、法
律相談体制の見直しを図
る。
・各課等が相談業務に対応
できるスペースや各階に個
室やパーテーションを利用
した相談スペースの確保を
検討する。
[相談サービスの質の向上]
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の高
いサービスを提供する。
・窓口アンケートを実施
し、現状の把握と改善を図
る。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

３ 人材育成・組織風土の改革

⑴ 定員の適正化及び組織の見直し

32
定員適正化の
推進

【取組主管課等】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・厳しさを増す財政状況を見据
えると、人件費の抑制も必要不
可欠となっている。
・平成26年度の正規職員数は
1,967人で、平成17年の合併から
10年間で483人の削減を行ってき
た。未だ国が示す指標を上回る
職員数となっているが、実際に
は、国が示すマクロ的な指標だ
けでは、当市の実情を反映した
職員数の目安とはならない。

【課題】
・総合事務所の設置など当市の
組織体制や個々の事務事業に要
する業務量の積み上げも考慮し
ながら、必要な職員定員を見極
めるとともに、適正化に向けた
取組を進めていく必要がある。

・定員適正化計画に基づき、計
画的な定員適正化に取り組む。

○定員適正化の方針
　・事業の執行に必要な最小限
　　の人員体制の構築
　・最大限の効果を発揮できる
　　組織の構築と人材の育成

定員適正
化計画

・定員適正化計画に基づ
き、平成31年度当初におけ
る職員数を次のとおりとす
る。
　
　正規職員数　　○人

※2月に策定する定員適正化
計画に基づき数値を設定

計画内容
（Plan）

・定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化に
取り組む。

[到達目安］
・定員適正化計画に示した
正規職員数　　　○人
　（平成28年4月1日現在
　　正規職員数）

※2月に策定する定員適正化
計画に基づき数値を設定

・定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化に
取り組む。

[到達目安］
・定員適正化計画に示した
正規職員数　　　○人
  （平成29年4月1日現在
　　正規職員数）

※2月に策定する定員適正化
計画に基づき数値を設定

・定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化に
取り組む。

[到達目安］
・定員適正化計画に示した
正規職員数　　　○人
  （平成30年4月1日現在
　　正規職員数）

※2月に策定する定員適正化
計画に基づき数値を設定

・定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化に
取り組む。

[到達目安］
・定員適正化計画に示した
正規職員数　　　○人
  （平成31年4月1日現在
　　見込み正規職員数）

※2月に策定する定員適正化
計画に基づき数値を設定

33 組織の見直し

【取組主管課等】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまでも市民ニーズや行政
需要に柔軟かつ迅速に対応する
ため、簡素で機動的な組織機構
を構築しており、平成26年4月1
日現在で11部局、55課となって
いる。

【課題】
・今後も第6次総合計画の推進に
当たり、施策や事業に見合い、
かつ効率的な組織に見直してい
く必要がある。

・複雑・多様化する市民ニーズ
や新たな行政需要に迅速かつ柔
軟に対応できる効率的な組織を
構築するとともに、行政運営上
の環境変化などの課題に対応す
るため、適時に見直しを行う。

－

・市の政策・戦略と業務量
に沿った、効率的な組織が
構築されている状態

計画内容
（Plan）

・行政運営上の環境変化な
どに対応するため、適時に
組織の見直しを行う。

・行政運営上の環境変化な
どに対応するため、適時に
組織の見直しを行う。

・行政運営上の環境変化な
どに対応するため、適時に
組織の見直しを行う。

・行政運営上の環境変化な
どに対応するため、適時に
組織の見直しを行う。

⑵ 人材育成の推進

34
職員能力の開
発促進

【取組主管課等】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・人材育成方針に基づいて、市
の課題や職員に求められる業務
遂行の基礎となる資質・能力の
向上を図る研修を実施するとと
もに、必要に応じて拡充を行っ
ている。

【課題】
・今後、組織が抱える課題や多
種・多様な行政需要に対応する
ためには、様々な課題に対応で
きる専門性の高い職員の育成や
事務処理能力、政策形成能力等
の資質向上に向けた実践的な研
修が必要であり、時代や社会の
環境変化に対応できる人材の育
成（能力開発）が必要となる。

・職員の意識改革をはじめ、事
務処理能力、問題解決能力及び
政策形成能力等を強化する実践
的な研修等の実施ほか、自己啓
発の促進を図る。
・専門職をはじめとする専門性
の高い職員の育成を図るため、
組織における役割分担を明確に
するとともに職場内研修（OJT）
の強化を図る。 人材育成

方針

・職員の職階に応じた基礎
的資質・能力が向上した状
態

計画内容
（Plan）

・人材育成方針に、人事評
価制度等のしくみを反映さ
せるとともに、具体的な取
組みについて見直しを行
う。
・基礎・階層別研修を実施
する。
・問題解決や政策形成能力
などを高める課題別研修を
実施する。
・新規採用職員や若手職員
の育成体制を強化する。

・基礎・階層別研修を実施
する。
・問題解決や政策形成能力
などを高める課題別研修を
実施する。
・新規採用職員や若手職員
の育成体制を強化する。

・基礎・階層別研修を実施
する。
・問題解決や政策形成能力
などを高める課題別研修を
実施する。
・新規採用職員や若手職員
の育成体制を強化する。

・基礎・階層別研修を実施
する。
・問題解決や政策形成能力
などを高める課題別研修を
実施する。
・新規採用職員や若手職員
の育成体制を強化する。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

35
人事評価制度
の構築と適正
な運用

【取組主管課等】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・今後も財政状況は厳しいこと
が想定され、住民ニーズは高度
化・多様化してきており、地方
公共団体の役割も変化してきて
いる。

【課題】
・職員数の適正化も計画的に進
めており、これから様々な課題
や変化に適切に対応していくに
は、職員一人一人が自らの能力
を高めるとともに、組織全体の
士気高揚を図りつつ、効率的か
つ効果的な行政運営を進めてい
く必要がある。

・職員一人一人が自らの能力を
高めるとともに、組織全体の士
気高揚を図りつつ、効率的かつ
効果的な行政運営を進めるた
め、人事評価制度を導入し、能
力や実績に基づく人事管理を進
める。

－

・人事評価制度の導入によ
り、能力や業績の評価と任
用・昇給等への反映が適切
に行われ、人材育成や組織
の士気高揚に生かされた状
態

計画内容
（Plan）

・新たな人事評価制度を構
築する。
・平成28年度の本実施に向
け、評価者研修を行い、試
行する。
・運用結果を検証し、改善
事項の検討及び制度の見直
しを行う。

・人事評価制度を実施す
る。
・適正な運用を図るため、
評価者研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要
に応じて制度の見直しを行
う。

・人事評価を実施する。
・適正な運用を図るため、
評価者研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要
に応じて制度の見直しを行
う。

・人事評価を実施する。
・適正な運用を図るため、
評価者研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要
に応じて制度の見直しを行
う。

36
危機管理能力
の向上

【取組主管課等】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまでも法令遵守や服務規
律の徹底を図っているが、職員
の不適切な事務処理を改善でき
ない状況にある。
・また、メンタル面での休暇、
休職者の発生がなくならない状
況にある。

【課題】
・不適切な事務処理やメンタル
不調をはじめとする様々なリス
クに対し、高い倫理観と危機管
理意識を持って業務に取り組む
意識改革の徹底を図るととも
に、行動変容につなげる取り組
みが必要となる。

・高い倫理観と危機管理意識を
持って業務を遂行するため、研
修等を通じて法令遵守（コンプ
ライアンス）を徹底するととも
に、メンタルヘルスや情報管理
など様々なリスクに対する管理
能力の強化を図る。

－

・法令遵守をはじめ様々な
リスクに対するチェック体
制の強化を図り、職員の危
機管理意識の向上が図られ
ている状態

計画内容
（Plan）

・危機管理能力の強化に向
け、各階層別研修において
コンプライアンスをはじめ
とするリスクマネジメント
研修を実施する。
・各職場においては、研修
受講後若しくは年度当初に
おいて、職場内研修を実施
し、情報及び知識・認識を
共有する取組を行う。

・危機管理能力の強化に向
け、各階層別研修において
コンプライアンスをはじめ
とするリスクマネジメント
研修を実施する。
・各職場においては、研修
受講後若しくは年度当初に
おいて、職場内研修を実施
し、情報及び知識・認識を
共有する取組を行う。

・危機管理能力の強化に向
け、各階層別研修において
コンプライアンスをはじめ
とするリスクマネジメント
研修を実施する。
・各職場においては、研修
受講後若しくは年度当初に
おいて、職場内研修を実施
し、情報及び知識・認識を
共有する取組を行う。

・危機管理能力の強化に向
け、各階層別研修において
コンプライアンスをはじめ
とするリスクマネジメント
研修を実施する。
・各職場においては、研修
受講後若しくは年度当初に
おいて、職場内研修を実施
し、情報及び知識・認識を
共有する取組を行う。

37
職場環境の整
備

【取組主管課等】
・人事課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまでも各種休暇制度の取
りやすい職場環境を目指し、夏
季休暇を連続5日とするなど、取
り組みを進めてきたが、有給休
暇などの取得率は低い状況であ
る。

【課題】
・今後も職員が仕事のオン・オ
フにメリハリを付け、精神的に
良好な状態で業務を遂行するよ
うな職場環境を整備していく必
要がある。

・働きやすい職場環境の確保に
向け、職員間のコミュニケー
ションの活性化、時間外労働の
削減、有給休暇の取得推進な
ど、仕事と生活の調和に資する
取組を推進する。

－

・働きやすい職場環境が整
備されている状態

※参考指標
・時間外勤務及び長時間労
働者数：前年度実績より少
ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上

計画内容
（Plan）

・業務改善や業務の進捗管
理による勤務時間の縮減を
図る。
・年次有給休暇等の取得を
推進する。
・休職者を出さない環境整
備を整える。
・時間外勤務及び長時間労
働者の縮減を図る。

[到達目安]
・時間外勤務及び長時間労
働者数：前年度実績より少
ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上

・業務改善や業務の進捗管
理による勤務時間の縮減を
図る。
・年次有給休暇等の取得を
推進する。
・休職者を出さない環境整
備を整える。
・時間外勤務及び長時間労
働者の縮減を図る。

[到達目安]
・時間外勤務及び長時間労
働者数：前年度実績より少
ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上

・業務改善や業務の進捗管
理による勤務時間の縮減を
図る。
・年次有給休暇等の取得を
推進する。
・休職者を出さない環境整
備を整える。
・時間外勤務及び長時間労
働者の縮減を図る。

[到達目安]
・時間外勤務及び長時間労
働者数：前年度実績より少
ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上

・業務改善や業務の進捗管
理による勤務時間の縮減を
図る。
・年次有給休暇等の取得を
推進する。
・休職者を出さない環境整
備を整える。
・時間外勤務及び長時間労
働者の縮減を図る。

・時間外勤務及び長時間労
働者数：前年度実績より少
ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

４ 「新しい公共」の創造・推進

⑴ 地域自治の推進

38
地域コミュニ
ティ活動の推
進

【取組主管課等】
・自治・地域振興
課
・共生まちづくり
課

【現状】
・これまでも地域住民が、地域
の課題を自らのこととして考
え、その解決に向けた取組を幅
広く展開するきっかけとなるよ
う、地域課題の解決や地域の活
力向上に向けた地域住民の自発
的・主体的な取組を支援してき
た。
・また、地域や公共の課題に向
かって主体的に取り組んでいる
活動を紹介する「新しい公共」
事例集を発行し、活動の促進を
図ってきた。

【課題】
・今後も多様化・複雑化する市
民ニーズや社会経済情勢の変化
に対応していくため、地域コ
ミュニティ活動の推進が必要で
ある。

・町内会・住民組織など地域住
民による公共的課題の解決に向
けた自発的・主体的な取組を支
援する。

－

・地域コミュニティ活動が
推進されている状態

計画内容
（Plan）

・地域コミュニティ活動の
推進を担う団体への支援を
行う。

[具体的な取組]
・地域活動支援事業の実施
・コミュニティ助成事業の
実施

・地域コミュニティ活動の
推進を担う団体への支援を
行う。

[具体的な取組]
・地域活動支援事業の実施
・コミュニティ助成事業の
実施

・地域コミュニティ活動の
推進を担う団体への支援を
行う。

[具体的な取組]
・地域活動支援事業の実施
・コミュニティ助成事業の
実施

・地域コミュニティ活動の
推進を担う団体への支援を
行う。

[具体的な取組]
・地域活動支援事業の実施
・コミュニティ助成事業の
実施

39
地域自治区制
度の推進

【取組主管課等】
・自治・地域振興
課

【現状】
・平成21年10月以降、市内全区
域において地域自治区制度を導
入し、地域住民の意思を市政に
反映させ、地域主体のまちづく
りを推進する仕組みを構築し運
用してきた。

【課題】
・より一層地域住民の意思を市
政に反映させ、地域全体のまち
づくりを進めるため、地域自治
区制度の推進が必要である。

・地域住民の意思を市政に反映
させ、地域主体のまちづくりを
推進するための地域自治区制度
の適切な運用を図る。

－

・地域自治区制度が有効に
活用され、地域主体のまち
づくりが推進されている状
態

計画内容
（Plan）

・検証会議の検討結果を踏
まえ、各種の見直しを検
討・実施する。
・地域協議会の開催を支援
する。
・地域協議会の委員改選に
向けて立候補者を増やすた
めの啓発等を行う。

・地域協議会の委員改選を
行い、新たな任期のスター
トに伴う委員の資質向上に
資する研修などに取り組
む。
・地域協議会の開催を支援
する。

・地域協議会の開催を支援
するほか、委員の資質向上
に資する研修などに取り組
む。

・地域協議会の開催を支援
するほか、委員の資質向上
に資する研修などに取り組
む。

⑵ 市民活動の促進

40
多様な市民活
動の促進

【取組主管課等】
・共生まちづくり
課

【現状】
・市内におけるボランティア活
動やNPO活動など市民の自発的な
活動を支援・促進する拠点とし
て、平成13年1月にNPO・ボラン
ティアセンターを設立した。

【課題】
・今後は、NPO・ボランティアセ
ンターの機能を強化し、NPO・ボ
ランティア活動の支援に加え、
様々な主体による市民活動の協
働を促すことにより、多様な市
民活動を一層促進することが必
要である。

・NPO・ボランティアセンターの
機能強化を通じて、多様な市民
活動の活性化を図るとともに、
様々な主体による協働を促進す
る。

－

・多様な市民活動が推進さ
れている状態（地域活動や
市民活動に参画する市民の
増加など）

計画内容
（Plan）

・NPO・ボランティアセン
ターを拠点とした市民活動
に関する情報の受発信や相
談窓口機能の強化を図るた
め、市民活動の実態や課題
等の情報を収集・整理する
とともに、情報の共有化と
可視化に向けた取組を推進
する。

・NPO・ボランティアセン
ターを拠点とした市民活動
に関する情報の受発信や相
談窓口機能の強化を図るた
め、市民活動の実態や課題
等の情報を収集・整理する
とともに、情報の共有化と
可視化に向けた取組を推進
する。

・NPO・ボランティアセン
ター等を拠点として、市民
活動に関する相談対応や活
動支援、多様な主体の連携
に向けた取組を実施する。

・NPO・ボランティアセン
ター等を拠点として、市民
活動に関する相談対応や活
動支援、多様な主体の連携
に向けた取組を実施する。
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区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大
項
目

中
項
目

番
号

取組項目
取組主管課等

関係課等

現状と課題
（現在の抱える課題は何か、解

決に向け何が必要か）

具体的な取組内容
（何を、何のために、どのように

改革に取り組んでいくのか）

関係する
計画等

平成30年度の
到達目標

各年度の取組内容（目標達成に向けた工程）

⑶ 取組推進のための環境整備

41
まちづくりの
人材育成

【取組主管課等】
・共生まちづくり
課
・生涯学習推進
課・公民館

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまで様々な主体による地
域や公共の課題解決に向けた自
発的な取組を促進するため、市
民大学や公民館事業などによ
り、各種のまちづくり活動を担
う人材の育成とその支援に取り
組んできた。

【課題】
・今後も地域住民が中心となっ
たまちづくりを推進するため、
人材の育成と支援が必要であ
る。

・行動に向かうための働きかけ
として、まちづくりに関連する
講座や講習会、講演会等を開催
し、まちづくり活動を担う人材
の育成を図る。

－

・まちづくりを担う人材が
育成され、市民活動が推進
されている状態

計画内容
（Plan）

・まちづくりを担う人材育
成のための講習会等を開催
するほか、市民活動団体が
実施するまちづくりに関す
る講座や講演会等の取組を
支援する。

[具体的な取組]
・元気の出るふるさと講座

・まちづくりを担う人材育
成のための講習会等を開催
するほか、市民活動団体が
実施するまちづくりに関す
る講座や講演会等の取組を
支援する。

[具体的な取組]
・元気の出るふるさと講座

・まちづくりを担う人材育
成のための講習会等を開催
するほか、市民活動団体が
実施するまちづくりに関す
る講座や講演会等の取組を
支援する。

[具体的な取組]
・元気の出るふるさと講座

・まちづくりを担う人材育
成のための講習会等を開催
するほか、市民活動団体が
実施するまちづくりに関す
る講座や講演会等の取組を
支援する。

[具体的な取組]
・元気の出るふるさと講座

42
職員の意識向
上と体制整備

【取組主管課等】
・共生まちづくり
課

【関係課等】
・全ての課等

【現状】
・これまで地域自治や市民活動
をより一層進めるため、市民活
動や協働に関する庁内の情報共
有化、職員の意識啓発に向けた
研修などに取り組んできた。

【課題】
・今後も地域自治や市民活動を
進めるためには、市職員の意識
向上と体制整備が必要である。

・市民活動や協働に関する庁内
の情報共有化、職員の意識向上
に向けた研修の開催、取組推進
のための体制整備を図る。

－

・市民活動や協働の推進に
向けて、職員の意識向上が
図られている状態

※参考指標
・研修を受講した職員数：
400人

計画内容
（Plan）

・職員の意識向上を図るた
め、市民活動や協働に関す
る職員研修を実施する（年2
回、対象者100人）。
・市民活動や協働に関する
全庁的な取組の整理・体制
の検討等を行う。

・職員の意識向上を図るた
め、市民活動や協働に関す
る職員研修を実施する（年2
回、対象者100人）。
・市民活動や協働に関する
全庁的な取組を推進する。

・職員の意識向上を図るた
め、市民活動や協働に関す
る職員研修を実施する（年2
回、対象者100人）。
・市民活動や協働に関する
全庁的な取組を推進する。

・職員の意識向上を図るた
め、市民活動や協働に関す
る職員研修を実施する（年2
回、対象者100人）。
・市民活動や協働に関する
全庁的な取組を推進する。
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